
北陸地方整備局発注の工事の入札契約及び積算に関する説明会

「工事における総合評価方式の改善に向けた試行方針」「「工事における総合評価方式の改善に向けた試行方針工事における総合評価方式の改善に向けた試行方針」」

平成２４年８月２８日 長野会場
平成２４年８月２９日 新潟会場
平成２４年９月 ５日 石川会場
平成２４年９月 ６日 富山会場

北陸地方整備局 企画部



＜本日の説明内容＞

１．工事における総合評価方式の課題及び改善の方針（案）
 「総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会」（座長・小澤一
雅東京大学大学院教授）における議論の概要

１．工事における総合評価方式の課題及び改善の方針（案）
 「総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会」（座長・小澤一
雅東京大学大学院教授）における議論の概要

２．北陸地整における試行方針

本省が示した改善の方針(案）に加えて、次の２点を追加試行

 施工能力評価型Ⅰ型において、施工計画を優、良、可、不可の４段階で評価し、
点数化

 若手技術者の育成対策として、若手管理技術者に加えて経験豊富な専任補助
者を配置する場合には、専任補助者を総合評価の加点対象

２．北陸地整における試行方針

本省が示した改善の方針(案）に加えて、次の２点を追加試行

 施工能力評価型Ⅰ型において、施工計画を優、良、可、不可の４段階で評価し、
点数化

 若手技術者の育成対策として、若手管理技術者に加えて経験豊富な専任補助
者を配置する場合には、専任補助者を総合評価の加点対象
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北陸地整における総合評価方式（工事）の改善方針

平成24年2月28日に本省で開催された「総合評価方式の活用・改善等による品質確

保に関する懇談会」において示された案に対し、下記によるものとする。

改善方針（案）

総合評価落札方式の適用について、『施工能力評価型』、『技術提案評価型』の二
極化する中で、

施工能力評価型を適用することにより評価を大幅に簡素化し、受発注者双方の
事務手続きの負担の軽減を図る。

技術提案評価型の工事を適切に実施することにより、民間技術力の積極的な活

用を図り、より一層の工事の品質確保に努める。

併せて、WTO案件など相当数の競争参加者が見込まれる工事において、段階選

抜方式を適用（二封筒事後審査方式との比較検証を考慮）し、受発注者双方の
事務手続きの負担の軽減を図る。

①

②

③
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北陸地整における総合評価方式（工事）の改善方針に基づく試行方針

① 総合評価落札方式のタイプ → 本省案のとおり

② 総合評価落札方式のタイプ選定 → 本省案のとおり

③ 配点 → 本省案を基本とするが、施工能力評価型Ⅰ型は施工計画の点数評価を試行

④ 評価項目 → 本省案を基本に現行の評価項目を採用

⑤ 配置予定技術者のヒアリング → 本省案を基本に必要に応じ実施

⑥ 段階選抜方式 → 本省案を基本に必要に応じ実施

平成24年2月28日に本省で開催された「総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会」にお
いて示された案に対し、北陸地整における総合評価方式（工事）の改善方針(案）に基づき、下記により試行

するものとする。

試行時期 ： 原則、10月1日以降入札公告する工事で試行

試行概要 ： 技術提案評価型S型（段階選抜方式を適用）

→ WTO、WTO以外で数件試行

施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型

→ 各事務所１件程度試行
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技術評価点の配点（試行案）

・技術評価点の加算点の評価項目は、①技術提案、②企業の能力等、③技術者の能力等とし、加算点合計
及びその内訳は、「配点割合」の通りとする。
・このうち、②企業の能力等と③技術者の能力等の配点割合は同じとする。
・地域精通度・貢献度等については、②企業の能力等の中で評価し、配点は4点とする。

4

＜配点割合＞

施工能力評価型
施工計画※ 企業の能力等 技術者の能力等※

（10） 20 20
※施工計画は、Ⅰ型においてのみ提出を求め点数評価する。

※「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で設定する。

技術提案評価型
（Ｓ型） 企業の能力等 技術者の能力等

※

15 15
※「地域精通度・貢献度等」の評価は設定しない。

技術提案評価型
（Ｓ型）ＷＴＯ 企業の能力等※ 技術者の能力等※

15 15
※企業能力等及び技術者の能力等は段階選抜での評価のみに利用し、総合評価では評価しない。

※「地域精通度・貢献度等」の評価は設定しない。

総合評価対象 50 段階選抜対象 30

技術提案※

50

技術提案
※

30

総合評価対象 40（50）

段階選抜対象 40

総合評価対象 60

段階選抜対象 30



評価項目（試行案）

評価項目は原則、品質確保・品質向上の観点から設定するもとする。

凡例 「○」：必須 「△」：選択 「空欄」：非設定

本省（案） 北陸（案） 本省（案） 北陸（案） 本省（案） 北陸（案）

実績 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・過去15年間の全国の発注工事を対象とする。
・難易度の低い工事の参加要件においては、工事規模（数量）を設定しないこととし、総合評価で適宜評価する。

成績 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・地方整備局等所掌の工事においては、成績が65点以上であることを参加要件とする。
・過去2年間の北陸地方整備局発注工事（参加要件の工種区分）の平均成績を対象とする。

表彰 ○ ○ ○ ○ ・過去2年間の北陸地方整備局発注工事を対象とする。

関連分野での技術開発 △ ○ △ ○ ・新技術の取り組みを評価する。

品質管理・環境マネジメントシステムの
取り組み状況（ＩＳＯ等） △ △
技能者の配置状況、作業拠点の有無、
施工機械の保有状況等の施工体制 △ △ △ △ ・地元企業活用審査型総合評価方式、登録基幹技能者の活用など必要に応じ評価する。

その他 △ △

実績 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・企業の実績と同じ。

成績 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・地方整備局等所掌の工事においては、成績が65点以上であることを参加要件とする。
・過去4年間の北陸地方整備局発注工事（参加要件の工種区分）の平均成績を対象とする。

表彰 ○ ○ ○ ○ ・過去4年間の北陸地方整備局発注工事を対象とする。

ＣＰＤ △ ○ △ ○ ・過去1年間の継続教育における取得単位を評価する。

資格 ○ ○ △ △

その他 △ △

ヒアリング △ △ △ △ ・必要に応じ、監理能力及び技術提案に対する理解度あるいは施工計画の適切性を評価する。

△

本支店営業所の所在地 ○ ○ △ ○ △ ○ ・工事を円滑に実施する能力を評価。現地条件を熟知している等の地域精通度、地域住民が安心して工事を任せら
れる企業であるかという視点から地域への貢献度を評価の視点とする。

企業の近隣地域での施工実績の有無 △ △ △

監理技術者の近隣地域での実績 △ △ △
災害協定の有無・協定に基づく活動実
績 △ ○ △ ○ ・工事を円滑に実施する能力を評価。現地条件を熟知している等の地域精通度、地域住民が安心して工事を任せら

れる企業であるかとう視点から地域への貢献度を評価の視点とする。

ボランティア活動等 △ △

その他 △ △

総合評価

設定・評価の考え方

地
域
精
通
度
・

貢
献
度

資格要件・評価項目

段階選抜

企
業
の
能
力
等

技
術
者
の
能
力
等

手持ち工事量

地
理
的

条
件

参加要件
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加算点（試行案）

6

本省
（例）

北陸
（案）

本省
（例）

北陸
（案）

本省
（例）

北陸
（案）

本省
（例）

北陸
（案）

施工計画、技術提案 － － 可、否 10点 30点 30点 40点 50点

企業の施工能力等 20点 16点 20点 16点 15点 15点 15点 15点

同種工事の施工実績 8.0 5.0 8.0 5.0 6.0 5.0 9.0 9.0
工事成績 8.0 5.0 8.0 5.0 6.0 5.0 6.0 6.0
工事成績評定優秀企業 4.0 1.0 4.0 1.0 3.0 1.0
優良工事表彰 2.0 2.0 2.0
優良工事における下請負者表彰 1.0 1.0 1.0
安全管理優良請負者表彰 1.0 1.0 1.0
新技術に対する取り組み 1.0 1.0
地域精通度・地域貢献度 4点 4点
地域精通度 1.0 1.0
地域貢献度 3.0 3.0

配置予定技術者の施工能力等 20点 20点 20点 20点 15点 15点 15点 15点

同種工事の施工実績 8.0 8.0 8.0 8.0 6.0 6.0 9.0 9.0
工事成績 8.0 8.0 8.0 8.0 6.0 6.0 6.0 6.0
優良工事技術者表彰等 4.0 3.0 4.0 3.0 3.0 3.0
継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況 1.0 1.0

加算点合計 40点 40点 40点 50点 60点 60点 40点※ 50点※

技術提案評価型

項 目
S型
（WTO以外）

Ⅰ型

施工体制評価点

基礎点

30点

100点

施工能力評価型

Ⅱ型
S型
（WTO）

※総合評価加算点



本 省
現簡易型 参考例

より同種性の高い工事（※1）の実績あり 5
～ 3

同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
78点以上 5
76点以上78点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
65点以上70点未満 0
65点未満 -5

工事成績評定優秀企業 表彰あり 1
局長表彰あり 2
事務所長表彰あり 1

優良工事における下請負者表彰 表彰あり 1
安全管理優良請負者表彰 表彰あり 1

具体性がある推奨技術等 1
具体性があるNETIS「-V」技術 1
具体性があるNETIS「-A」技術 1
活用による効果が見込まれる推奨技術 1
活用による効果が見込まれるNETIS「-V」技術 1
活用による効果が見込まれるNETIS「-Ａ」技術 1
活用による効果が見込まれる当該施工県認定技術 1
情報化施工技術 1
地域内に本店あり 1 1 3 －
国交省の緊急復旧工事及び除雪作業の実績あり 3
国交省以外の緊急復旧工事及び除雪作業の実績あり 2
災害時の現場作業を伴う緊急調査業務の実績あり 2
国交省の契約による災害対策用機械の運営管理等 2
国交省と協定、契約締結あり 1
より同種性の高い工事（※1）の実績あり 6

～ 3
同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
主任（監理）技術者あるいは現場代理人として従事 2
担当技術者として従事 0
80点以上 8
79点以上80点未満 7
78点以上79点未満 6
77点以上78点未満 5
76点以上77点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
70点未満 0
局長表彰あり 3
事務所長表彰あり 1
20単位以上の取得あり 1 1 1 －

総合評価（除算方式） ※１：実績要件の同種性に加え、構造形式、規模・寸法、使用機材、架設工法、設計条件等について更なる同種性が認められる工事

※２：実績要件と同様の同種性が認められる工事

加算点＝（①＋②）

－

2

配 点
北 陸

7

5

5

3 －

8

3

継続教育（ＣＰＤ）

2

2

表彰（優良工事技術者表彰（過去4年間）及び優良工事表彰（過去2年間）の監理技
術者または主任技術者） ※重複加点しない

8
同種性

立場

1

試行案
評価項目 評価基準

3

①
企
業
の
能
力
等

②
技
術
者
の
能
力
等

新技術に対する取り組み（当該工事への新技術の適用）

※複数の実績の申請があっても１つのみ加点

過去15年間の同種工事実績

－

8

当該地域における本店所在地

過去15年間の同種工事実績

同じ工種区分の２年間の平均成績

災害時等における緊急復旧工事及び除雪作業の活動実績又は災害時等における
緊急対応を明記した協定、契約の直接締結の有無

※複数の実績の申請があった場合は、最も評価の高い点を加点

同じ工種区分の４年間の平均成績

表彰（過去２年間を対象）
優良工事表彰

8

4

5

5

5

8

8

4

総
合
評
価

総合評価（除算方式）

落札者の決定

工事完成・工事成績評定

施工能力評価型（Ⅱ型）

・技術審査（企業・技術者の能力等）

こ
れ
ま
で
の
簡
易
型

合計
28日

～
38日

合計
21日

～
22日

10日

7日
10日

～
20日

※
6日

※日曜日、土曜日、祝日等を含まない

※
6日

7日

評価項目と評価基準 施工能力評価型Ⅱ型（試行案）

入札公告

申請書及び資料の提出

競争参加資格の確認・通知

入札

7

7日



本 省
現簡易型 参考例

より同種性の高い工事（※1）の実績あり 5
～ 3

同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
78点以上 5
76点以上78点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
65点以上70点未満 0
65点未満 -5

③-1工事成績評定優秀企業 表彰あり 1
局長表彰あり 2
事務所長表彰あり 1

③-3優良工事における下請負者表彰 表彰あり 1
③-4安全管理優良請負者表彰 表彰あり 1

具体性がある推奨技術等 1
具体性があるNETIS「-V」技術 1
具体性があるNETIS「-A」技術 1
活用による効果が見込まれる推奨技術 1
活用による効果が見込まれるNETIS「-V」技術 1
活用による効果が見込まれるNETIS「-Ａ」技術 1
活用による効果が見込まれる当該施工県認定技術 1
情報化施工技術 1
地域内に本店あり 1 1 3 －
国交省の緊急復旧工事及び除雪作業の実績あり 3
国交省以外の緊急復旧工事及び除雪作業の実績あり 2
災害時の現場作業を伴う緊急調査業務の実績あり 2
国交省の契約による災害対策用機械の運営管理等 2
国交省と協定、契約締結あり 1
より同種性の高い工事（※1）の実績あり 6

～ 3
同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
主任（監理）技術者あるいは現場代理人として従事 2
担当技術者として従事 0
80点以上 8
79点以上80点未満 7
78点以上79点未満 6
77点以上78点未満 5
76点以上77点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
70点未満 0
局長表彰あり 3
事務所長表彰あり 1
20単位以上の取得あり 1 1 1 －
現場条件、特性等を十分踏まえた適切な施工計画である 10
現場条件等を踏まえた適切な施工計画である 5
適切な施工計画である 0
不適切な施工計画である 失格
十分な監理能力が確認できる ×1.0 －
一定の監理能力が期待できる ×0.5 －
上記以外 ×0.0 －
施工計画の説明が適切である 可 －
施工計画の説明が不適切である 不可 －

総合評価（除算方式）

加算点＝（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）＋（⑦×⑫＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪） ※２：実績要件と同様の同種性が認められる工事

試行において、段階選抜、ヒアリングは実施しない。

⑦の点数に乗
じる

不可の場合、⑪の
評価結果に関わら
ず失格

3

技
術
者
の
能
力
等

3 2

8
⑦過去15年間の同
種工事実績

⑦の点数に乗
じる

不可の場合、⑪の
評価結果に関わら
ず失格

4

8

可、不可
（不可の場合
失格）

2

5

7

8

8

4

5

5

総
合
評
価

④新技術に対する取り組み（当該工事への新技術の適用）

※複数の実績の申請があっても１つのみ加点

ヒアリング
（必要に応じて実施）

①過去15年間の同種工事実績

②同じ工種区分の２年間の平均成績

⑥災害時等における緊急復旧工事及び除雪作業の活動実績又は災
害時等における緊急対応を明記した協定、契約の直接締結の有無

※複数の実績の申請があった場合は、最も評価の高い点を加点

⑤当該地域における本店所在地

⑬施工計画

8

※１：実績要件の同種性に加え、構造形式、規模・寸法、使用機材、架設工法、設計条件等について更なる同種性
が認められる工事

5

1

企
業
の
能
力
等

⑦-2立場

⑧同じ工種区分の４年間の平均成績

③表彰（過去２年間
を対象）

⑫監理能力

③-2優良工事表彰

⑪施工計画

－

配 点
北 陸

⑦-1同種性

試行案

－

評価項目 評価基準

5

段
階
選
抜

8

3

⑨表彰（優良工事技術者表彰（過去4年間）及び優良工事表彰（過去2
年間）の監理技術者または主任技術者） ※重複加点しない

－

⑩継続教育（ＣＰＤ）

2

－

10

入札公告

申請書及び資料の提出
（「施工計画」以外）

企業・技術者の能力等により
絞り込み（5～10者程度）

競争参加資格の確認

「施工計画」の提出

競争参加資格の確認・通知

落札者の決定

工事完成・工事成績評定

施工能力評価型（Ⅰ型）

7日

10日

5日

～
20日

※
6日

段
階
選
抜
の
場
合

段
階
選
抜
以
外

5日

～
20日

こ
れ
ま
で
の
簡
易
型

10日

※
6日

10日

～
20日

合計
28日

～
38日

合計
23日

～
38日

合計
37日

～
52日

※日曜日、土曜日、祝日等を含まない

・技術審査（企業・技術者の能力等）
・「施工計画」の審査（優・良・可・不可（点数評価））
・（「ヒアリング」の実施）

評価項目と評価基準 施工能力評価型Ⅰ型（試行案）

総合評価（除算方式）

7日

入札

※
6日

8

※
6日

10日



本 省
現標準Ⅰ型 参考例

より同種性の高い工事（※1）の実績あり 5
～ 3

同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
78点以上 5
76点以上78点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
65点以上70点未満 0
65点未満 -5

③-1工事成績評定優秀企業 表彰あり 1
局長表彰あり 2
事務所長表彰あり 1

③-3優良工事における下請負者表彰 表彰あり 1
③-4安全管理優良請負者表彰 表彰あり 1

具体性がある推奨技術等

具体性があるNETIS「-V」技術

具体性があるNETIS「-A」技術

活用による効果が見込まれる推奨技術

活用による効果が見込まれるNETIS「-V」技術

活用による効果が見込まれるNETIS「-Ａ」技術

活用による効果が見込まれる当該施工県認定技術

情報化施工技術

より同種性の高い工事（※1）の実績あり 4
～ 2

同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
主任（監理）技術者あるいは現場代理人として従事 2
担当技術者として従事 0
80点以上 6
78点以上80点未満 5
76点以上78点未満 4
74点以上76点未満 3
72点以上74点未満 2
70点以上72点未満 1
70点未満 0
局長表彰あり 3
事務所長表彰あり 1
20単位以上の取得あり 1
高い効果が期待できる

効果が期待できる

一般的事項のみの記載となっている

十分な監理能力が確認できる ×1.0 －
一定の監理能力が期待できる ×0.5 －
上記以外 ×0.0 －
提案を十分に理解している ×1.0 －
提案を理解している ×0.5 －
上記以外 ×0.0 －

企業・技術者の能力等により絞り込み（５～１０者） ※１：実績要件の同種性に加え、構造形式、規模・寸法、使用機材、架設工法、設計条件等について更なる同種性が認められる工事

※２：実績要件と同様の同種性が認められる工事

総合評価（除算方式）

加算点＝（①＋②＋③）＋（④×⑧＋⑤＋⑥）＋（⑦×⑨）

段階選抜は、相当数の応札者が見込まれる本官契約工事を対象に試行（二封筒事後審査方式と比較検証）

ヒアリングは、段階選抜を試行する工事で試行

継続教育（ＣＰＤ）

試行案

5

5

④-1同種性

2

総
合
評
価

⑤同じ工種区分の４年間の平均成績

⑦の点数に
乗じる

2テーマ、5
事項以内

30点

④の同種工
事実績の点
数に乗じる

④-2立場

⑥表彰（優良工事技術者表彰（過去4年間）及び優良工事表彰（過
去2年間）の監理技術者または主任技術者） ※重複加点しない

－

5

7

6

6

3

企
業
の
能
力
等

新技術に対する取り組み（当該工事への新技術の適用）

5

評価項目 評価基準

①過去15年間の同種工事実績

3

段
階
選
抜

技
術
者
の
能
力
等

③表彰（過去２年間
を対象）

③-2優良工事表彰

配 点
北 陸

②同じ工種区分の２年間の平均成績

⑦の点数に
乗じる

6

ヒアリング
（必要に応じて実施）

⑦技術提案

⑧監理能力

⑨技術提案に対する理解度

④過去15年間の同
種工事実績

④の同種工
事実績の点
数に乗じる

50点
2テーマ、
5事項以内

6

6

30点
（6点×5提案）

6

3

3

－

2

総合評価（除算方式）

落札者の決定

工事完成・工事成績評定

技術提案評価型（S型・非WTO）

7日

7日

10日

5日

～
20日

段
階
選
抜
の
場
合

段
階
選
抜
以
外

5日

～
20日

こ
れ
ま
で
の
標
準
型

10日

～
20日

合計
43日

～
58日

合計
23日

～
38日

合計
37日

～
52日

※日曜日、土曜日、祝日等を含まない

25日

～
30日 企業・技術者の能力等により

絞り込み（5～10者程度）

競争参加資格の確認

「技術提案」の提出

・技術審査（企業・技術者の能力等）
・「技術提案」の審査（点数化）
・（「ヒアリング」の実施）

評価項目と評価基準 技術提案評価型Ｓ型・非WTO（試行案）

競争参加資格の確認・通知

入札

入札公告

申請書及び資料の提出
（「技術提案」以外）

9

10日

※
6日

※
6日

※
6日



現WTO
より同種性の高い工事（※2）の実績あり 9

～ 5
同種性が認められる工事(※3)の実績あり 0
高評価（※5） 6
平均的評価（※6） 3
低評価（※7） 0
より同種性の高い工事（※1）の実績あり 2

～ 1
同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0
主任（監理）技術者あるいは現場代理人として従事 1
担当技術者として従事 0
高評価 2
平均的評価 1
低評価 0
高い効果が期待できる

効果が期待できる

一般的事項のみの記載となっている

提案を十分に理解している ×1.0 ×1.0

提案を理解している ×0.5 ×0.5

上記以外 ×0.0 ×0.0

※１：企業・技術者の同種工事実績については、定型様式にて提出させる。

企業・技術者の能力等により絞り込み（５～１０者）

総合評価（除算方式） ※３：実績要件と同様の同種性が認められる工事

※４：同種実績の発注者に３段階で評価を依頼

加算点＝（③×④） ※５：国交省直轄の成績評定の場合、78点以上

※６：国交省直轄の成績評定の場合、74点以上78点未満

段階選抜、ヒアリングは、必須。（二封筒事後審査方式と比較検証） ※７：国交省直轄の成績評定の場合、74点未満

15

③の点数に乗じる

５０点
2ﾃｰﾏ、
5項目以内

③の
点数
に乗じ
る

評価基準 本 省

参考例

15

配 点

9

6

①
企
業
の
能
力
等

総
合
評
価

③技術提案

同種性・立場
（１件当たり）
(※1)

発注者評価
（１件当たり）

④ヒアリング（試
行的に実施）

技術提案に対する理解度

※２：実績要件の同種性に加え、構造形式、規模・寸法、使用機材、架設工法、
設計条件等について更なる同種性が認められる工事

2ﾃｰﾏ、
5項目以内

評価項目

過去15年間
の同種工事
実績

同種性(※1）

発注者評価（※4）
段
階
選
抜
②
技
術
者
の
能
力
等

過去15年間
の同種工事
実績
（最大３件）

－

試行案

北 陸

－

15

－ 15

40

9
(3点×3件）

50

6
(2点×3件）

落札者の決定

工事完成・工事成績評定

技術提案評価型（S型・WTO）

7日

7日

10日

5日

～
20日

段
階
選
抜
の
場
合

段
階
選
抜
以
外

5日

～
20日

こ
れ
ま
で
の
標
準
型

10日

～
20日

合計
43日

～
58日

合計
23日

～
38日

合計
37日

～
52日

※日曜日、土曜日、祝日等を含まない

25日

～
30日

企業・技術者の能力等により
絞り込み（5～10者程度）

競争参加資格の確認

「技術提案」の提出

・技術審査（企業・技術者の能力等）
・「技術提案」の審査（点数化）
・「ヒアリング」の実施

評価項目と評価基準 技術提案評価型Ｓ型・WTO（試行案）

入札公告

申請書及び資料の提出
（「技術提案」以外）

競争参加資格の確認・通知

入札

総合評価（除算方式）

10

10日

※
6日
※
6日
※
6日

（※2）

工事(※3)の



施工能力評価型Ⅰ型（試行案）

現 行 試行案

標準Ⅱ型 施工能力評価型Ⅰ型

技術提案 施工計画

技術的な工夫 施工方法

1～２テーマ×３事項以内 指定１工種
※1

標準案以上の提案を評価
土木工事共通仕様書第1編1-1-4施工計画書
1.一般事項に規定される「(7)施工方法」に関する
具体の手順・工法等の適切性を評価

一位満点 ４段階評価※2

（１０点・５点・０点・欠格）

簡易型

簡易な施工計画

施工上の配慮事項
２事項以内

配慮事項の的確性を評価

３段階評価

※１ 指定１工種
工事数量総括表で示される工事施工に関する工
種から１工種指定する。

※２ 評価基準
施工計画が、当該工事の現場条件、特性等を踏
まえた、適切なものであるかどうかについて４段階
で評価する。

11



専任補助者の配置による若手技術者育成対策

入 札 時 工事完了時

専任補助者
現場代理人兼務可

多

少

工事実績

工事成績

表彰

評価

専任補助者
現場代理人兼務可

施

工

実

績

の

登

録

工事成績
の付与

受
注
機
会
の
拡
大

・施工実績、

工事成績
の付与

・施工実績、

現場経験が少ないなど、監理技術者に登用されずらい若手技術者の育成、技術力向上をめざし、経験等豊富
な専任補助者を配置出来る（専任補助者を評価対象者として追加）工事を実施。
総合評価の改善に向けた試行工事全てにおいて実施。
専任補助者の配置については競争参加者が選択。

●

●

●

12

若手監理技術者 若手監理技術者



0% 20% 40% 60% 80% 100%

改善
(案)

従前

総合評価方式の二極化によるタイプ選定
（平成２３年度契約工事によるシミュレーション）

61.8％ Ⅱ型
35.8％

Ⅰ型
2.3％

Ⅰ型
82.5％

Ⅱ型
6.9％

S型
10.5％

施工能力評価型

簡易型 標準型

技術提案評価型

平成23年度契約工事（港湾空港関係除く）

13

平成23年度契約工事について、仮に本省の改善（案）に基づくタイプ選定を

行ってみると、技術提案を求めない施工能力評価型は９割程度、また、技術提
案評価型は１割程度の割合となる。

高度技術提案型

Ⅲ型
0.1％

A型
0.1％



参考 総合評価落札方式の課題

一般競争の拡大、投資減少に伴う競争圧力の
増大による公共工事の品質に対する懸念

品確法の成立、総合評価落札方式の適用拡大

民間の技術力活用による効率的な事業執行
の必要性

透明性確保
のための技
術提案採否
の通知

競争参加者
の増加

基本に立ち返った議論が必要 14

技術提案・審査に係る
競争参加者・発注者の負担増

技術的な対応を図ってきたものの、根本的な解決に至らず、
競争参加者・発注者の負担増、総合評価の理念（品質確保、民間の技術力活用）からのかい離

高度技術提案型の
低い適用率

技術提案を
求める工事
の拡大

手持ち工事量や
地域貢献の評
価要望による評
価項目の複雑
化

品質確保の理念か
らのかい離

民間の技術力活用の
理念からのかい離

H24.2.28「総合評価方式の活用・改善等による品質確保
に関する懇談会」資料



参考 総合評価落札方式改善の方針（案）

総合評価落札方式の課題

①技術提案作成・審査に係る競争参加者、発注者双方の事務手続きの負担増大
②品質確保の理念からのかい離
③民間の技術力活用の理念からのかい離

○公共工事の品質確保を図るためには、発注者が主体的に責任を果たすことにより、技術的能力を有する競
争参加者による競争が実現され、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して価格及び品質が
総合的に優れた内容の契約がなされることが重要である。こうした契約がなされるためには、発注者が、事
業の目的や工事の内容に応じ、競争参加者の技術的能力の審査を適切に行うとともに、品質の向上に係る
技術提案を求めるよう努め、落札者の決定においては、価格に加えて技術提案の優劣等を総合的に評価す
ることにより、最も評価の高い者を落札者とすることが原則である。

総合評価落札方式の目的

総合評価落札方式の改善の方針

建設業許可、競争参加資格審査、競争参加資格要件設定との適切な役割分担のもと

公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について
平成17年8月26日 閣議決定 抜粋

①施工能力の評価と技術提案の評価に二極化
②施工能力の評価は大幅に簡素化
③技術提案の評価は品質の向上が図られることを重視
④評価項目は原則、品質確保・品質向上の観点に特化 15

H24.2.28「総合評価方式の活用・改善等による品質確保
に関する懇談会」資料



見
直
し
案

現
状

簡易型 標準型 高度技術提案型

Ⅱ型 Ⅰ型 Ⅲ型 Ⅱ型 Ⅰ型

簡易型 標準型 高度技術提案型

Ⅱ型 Ⅰ型 Ⅲ型 Ⅱ型 Ⅰ型

企業が発注者の示す仕様に基づき、
適切で確実な施工を行う能力を有
しているかを確認する場合

発注者が示す標準的な仕様（標準案）に対し社会的要請の高い特定の
課題について施工上の工夫等の技術提案を求める場合

通常の構
造・工法で
は制約条
件を満足
できない
場合

有力な構
造・工法が
複数あり、
技術提案で
最適案を選
定する場合

高度な施工
技術等により
社会的便益
の相当程度
の向上を期
待する場合

社会的要請の高い特定の技術的課題に関する施工上の工夫等に係る提案

必要に応じ実施

技術提案に基づき予定価格を
作成

確実な施工に資する簡易な施工計画
施工方法に加え、工事
目的物そのものに係る
提案

高度な施工
技術等に係
る提案

施工能力評価型（仮称） 技術提案評価型（仮称）

Ⅱ型 Ⅰ型 S型 ＡⅢ型 ＡⅡ型 AⅠ型

施工能力評価型（仮称） 技術提案評価型（仮称）

Ⅱ型 Ⅰ型 S型 ＡⅢ型 ＡⅡ型 AⅠ型

企業が、発注者の示す仕様に基づき、適切で確実
な施工を行う能力を有しているかを、施工計画を求
めて確認する工事

標準案に基づき作成 技術提案に基づき作成

施工計画提案内容

予定価格

評価方法 実績で評価 可・不可の二段階で評価 点数化

点数化して評価

企業が、発注者の示
す仕様に基づき、適切
で確実な施工を行う能
力を有しているかを、
企業・技術者の能力等
で確認する工事

施工上の特定の課題等に関
して、施工上の工夫等に係る
提案を求めて総合的なコスト
の縮減や品質の向上等を図
る場合

施工上の工夫等に係る提案

通常の構
造・工法で
は制約条
件を満足
できない場
合

有力な構造・工
法が複数あり、
技術提案で最
適案を選定す
る場合

部分的な設計変更を
含む工事目的物に対
する提案、高度な施
工技術等により社会
的便益の相当程度の
向上を期待する場合

施工方法に加え、工事目
的物そのものに係る提案

部分的な設計変更や
高度な施工技術等に
係る提案

提案内容

予定価格

評価方法

施工能力を評価する 施工能力に加え、技術提案を求めて評価する

設計図書に定める標準案に基づき予定価格を作成

ヒアリング

ヒアリング 実施しない 必須必要に応じて実施（施工計画の代替も可）

標準案に基づき作成

段階選抜 実施しない ヒアリングの適用に際し必要に応じて実施 必須※２

WTO対象工事は必須※１、
それ以外は必要に応じて実施

WTO対象工事は必須※２、

それ以外は必要に応じて実施

※１）段階選抜の実施方法が確立するまでは、段階選抜を試行する工事で試行的に実施する
※２）段階選抜は引き続き試行で実施する

参考 総合評価落札方式の見直し（二極化）（案）
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参考 総合評価落札方式のタイプ選定フロー（案）

通常の構造・工法では
工期等の制約条件を満足した工
事が実施できない

想定される有力
な構造形式や工法が複数存在する
ため、発注者としてあらかじめ一つ
の構造・工法に絞り込まず、幅広く技
術提案を求め、最適案を選定する

必要がある

NO

NO

YES

技術提案評価型
（ＡⅠ型）

標準技術に
よる標準案に対し、部分的に設計の
変更を含む工事目的物に対する提
案を求める、あるいは高度な施工技
術や特殊な施工方法の活用により、
品質の向上、コスト縮減、工期短縮

等を特に求める
必要がある

予備（基本）設計の実施

詳細（実施）設計の実施
標準案の決定

YES

技術提案評価型
（ＡⅡ型）

YES

技術提案評価型
（ＡⅢ型）

NO

技術提案評価型
（Ｓ型）

施工能力評価型
（Ⅰ型）

工事難易度
Ⅱ以上の工事である。
または、工事難易度Ⅰの
本官工事である。
または、工事難易度Ⅰの
分任官工事で施工計画を
求めて企業の施工能力を
評価する必要がある

NO

YES

施工能力評価型
（Ⅱ型）

技術提案を求めて
評価する必要がある
（技術提案評価型適用工事、
ＷＴＯ対象工事）

YES NO

ＷＴＯ対象工事である、または、
技術的難易度評価の小項目に

A評価がある

YES

NO

通常の構造・工法では
工期等の制約条件を満足した工
事が実施できない

想定される有力
な構造形式や工法が複数存在する
ため、発注者としてあらかじめ一つ
の構造・工法に絞り込まず、幅広く技
術提案を求め、最適案を選定する

必要がある

NO

NO

YES

技術提案評価型
（ＡⅠ型）

標準技術に
よる標準案に対し、部分的に設計の
変更を含む工事目的物に対する提
案を求める、あるいは高度な施工技
術や特殊な施工方法の活用により、
品質の向上、コスト縮減、工期短縮

等を特に求める
必要がある

予備（基本）設計の実施

詳細（実施）設計の実施
標準案の決定

YES

技術提案評価型
（ＡⅡ型）

YES

技術提案評価型
（ＡⅢ型）

NO

技術提案評価型
（Ｓ型）

施工能力評価型
（Ⅰ型）

工事難易度
Ⅱ以上の工事である。
または、工事難易度Ⅰの
本官工事である。
または、工事難易度Ⅰの
分任官工事で施工計画を
求めて企業の施工能力を
評価する必要がある

NO

YES

施工能力評価型
（Ⅱ型）

技術提案を求めて
評価する必要がある
（技術提案評価型適用工事、
ＷＴＯ対象工事）

YES NO

ＷＴＯ対象工事である、または、
技術的難易度評価の小項目に

A評価がある

YES

NO
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参考 技術評価点の配点方針（案）

18

総合評価対象 40（30）

段階選抜対象 40（30）

施工計画※ 企業の能力等※

20（15）
技術者の能力等

20（15）
施工能力評価型

総合評価対象60（50）

段階選抜対象 30（20/30）

技術提案※

30（20/30）
企業の能力等※

15（10/15）
技術者の能力等

15（10/15）

総合評価対象70（50） 段階選抜対象 40/60

技術提案
70（50）

簡易な技術提案※

20
企業の能力等

20
技術者の能力等

20

技術提案
評価型（S型）

＜配点割合＞

・技術評価点の加算点の評価項目は、①技術提案、②企業の能力等、③技術者の能力等とし、加算点合計
及びその内訳は、「配点割合」の通りとする。
・このうち、②企業の能力等と③技術者の能力等の配点割合は同じとする。
・地域精通度・貢献度等については、②企業の能力等の中で評価し、配点は１０点を上限とする。

※施工計画は、可か不可のみを評価する。
※ 施工体制確認型でない場合は、（）内の点数とする。
※ 「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で必要に応じて設定する。

※施工体制確認型でない場合は、（）内の点数とする。
※ 「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で必要に応じて設定する。（WTO対象の場合設定しない。）
※WTO対象の場合、企業の能力等及び技術者の能力等は段階選抜での評価のみに利用し、総合評価では評価しない。なお、WTOの配点は
別途設定する。

技術提案
評価型（A型）

※簡易な技術提案は段階選抜で必要に応じて評価
※施工体制確認型でない場合は、（）内の点数とする。
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参考 スケジュール（案）
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※）段階選抜、WTOにおける企業・技術者の能力等の評価方法については試行を実施し、実施方法の確立に努める。

また、ヒアリングについては、段階選抜方式が確立するまでは、段階選抜方式の試行に合わせ試行的に実施する。
競争参加資格審査、工事ごとの競争参加資格要件の設定と総合評価の役割分担については引き続き検討を行う。
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